
公共管理及びリーダーシップ開発研修プログラム ` 6¶582¶160 6¶582¶160 `

タイ・カセサート大学研修プログラム ` 72¶800 72¶800 `

アジア圏を対象とする主要経済官庁の幹部職員向けセミナー ` 9¶716¶564 9¶716¶564 `

タイ首相府研修 ` 139¶100 139¶100 `

タイＫＰＩ訪日団研修 ` 145¶600 145¶600 `

バンサモロ包括能力向上プロジェクト招聘委託業務 ` 905¶140 905¶140 `

地震・津波防災対策に係る研究成果及び技術の普及 ` 4¶101¶452 4¶101¶452 `

日本の住宅・建築・都市が直面する中長期的課題解決に資する研究成果及び技術の普及 ` 6¶769¶071 6¶769¶071 `

合 計 26¶479¶914 137¶720¶879 138¶056¶918 26¶143¶875

F̃ 科学研究費補助金の明細 （単位：円）

種 目 当 期 受 入 件 数 摘 要

特 定 推 進 研 究 (150¶000)
45¶000 `

基 盤 研 究 Þ (16¶900¶000)
5¶070¶000

1 間接経費相当分 ２件
（うち１件は分担金であり、左記
件数に含まない。）

基 盤 研 究 Ì (21¶970¶000)
6¶591¶000

4 左記のうち繰越 ２件
間接経費相当分 ２件

基 盤 研 究 Í (61¶430¶000)
17¶533¶461

23 左記のうち繰越 ３件
間接経費相当分 20件

基 盤 研 究 Î (16¶700¶000)
5¶010¶000

14 間接経費相当分 14件

挑 戦 的 萌 芽 研 究 (2¶200¶000)
660¶000

3 間接経費相当分 ３件

若 手 研 究 Ì (3¶000¶000)
900¶000

1

若 手 研 究 Í (9¶572¶000)
2¶849¶196

11 左記のうち繰越 １件
間接経費相当分 10件

特別研究員奨励費 (4¶700¶000)
`

7

厚生労働科学研究費補
助金

(1¶200¶000)
`

`

合 計 (137¶822¶000)
38¶658¶657

64

注１ 当期受入欄は、間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については外数として（ ）内に

記載しております。

注２ 間接経費相当額の当期受入額には、翌事業年度以降に執行する金額を前受金として繰越処理

した分10¶094¶196円が含まれております。

G̃ 主な資産、負債、費用及び収益の明細
G̃`１ 現金及び預金の内訳 （単位：円）

区 分 金 額 摘 要

現 金 102¶760

預 金 1¶526¶274¶815

合 計 1¶526¶377¶575

G̃`２ 預金の内訳 （単位：円）

区 分 金 額 摘 要

普 通 預 金 1¶276¶274¶815

定 期 預 金 250¶000¶000

合 計 1¶526¶274¶815
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重要な会計方針
１ 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準
原則として、期間進行基準を採用しております。
なお、特殊要因経費のうち退職一時金については費用進行基準を、また、特別経費及び特殊要因
経費に充当される運営費交付金の一部については、文部科学省の指定に従い業務達成基準あるいは
費用進行基準を採用しております。
２ 減価償却の会計処理方法
\ 有形固定資産
定額法を採用し、耐用年数については法人税法上の耐用年数を基準としております。
主な資産の耐用年数は次のとおりであります。
建 物 ６～47年
構 築 物 10～50年
機 械 装 置 10年
工具器具備品 ３～15年
また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第84）に該当する資産の減価償却相当額につい
ては、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。
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